
-平成28年度事務事業実績評価表 政策№ 4 施策№ 41 事業№ 15 23

事務事業名 自治振興センター耐震化整備事業
会計 一般会計 実施区分 継続

事業種別 政策 開始 23 終了
H29作成課等名 ふるさと定住支援課 H29係等名 遠山郷・中山間地域振興係 H28担当課等名 ムトスまちづくり推進課

基本計画上
の位置づけ

政策 4 暮らしと生命を守る安全安心で快適なまちづくり

施策 41 災害対策の推進

目
的

対象（誰・何を）
昭和56年の建築基準法施行令改正前に建築された地区
公民館及び自治振興センターで、耐震診断の結果等か
ら耐震基準を満たさないと判断した施設 対

象
指
標

指標名及び単位 28年度数値

耐震基準を満たさない公民館等の
施設数

1

意図（どういう状態
にするか）

災害時の地区拠点施設・応急避難施設として安全性を
確保する
安全に利用できるセンター・地区公民館とすることによっ

向上させたい上位施
策の成果指標

公共施設の耐震化

目
標

種別 指標名及び単位 27年度計画 27年度実績 28年度計画 28年度実績 備考（指標変更など）

成果
指標

改築・耐震補強（施設改修）実施済の施設数 1 1

定性
目標

事
業
概
要

昭和56年の建築基準法施行令改正前に建築された自治振興センター・公民館のうち、建築年度から耐震基準を満たさないと判断した
施設の耐震化整備を行う。
耐震化整備が必要な施設 ： 上村公民館・自治振興センター
地元との協議等に基づき耐震改修及び改築を行い、耐震性を高め安全に利用できる施設とすることにより、地域の実情に合わせた多
様な学習活動や地域活動の場を提供できるようにする。尚、施設は現自治振興センターに隣接している保健センターを改修しセンター
及び公民館機能を持たせる。旧庁舎については解体し駐車場として利用する。
対象施設の耐震化整備については、ムトスまちづくり推進課、建設部等と連携して推進する。

事業内容 名称 活動指標

28
年
度
事
業
内
容

上村自治振興センター建築改修工事（保健センター）
　　　　同　　　　　　　　　敷地外構工事
　　　　同　　　　　　　　　解体工事（旧センター）

１　改修整備
２　解体工事（旧センター）

１　　　１棟
２　　　１棟

事業コスト 27年度決算額 28年度予算額 28年度決算額 29年度繰越額 特定財源内訳、補足

事業費計（千円）① 8,138 237,708 206,555 0 （地）過疎対策（充当率100%）

国庫支出金

県支出金

起債 8,100 176,900 176,900

その他

一般財源 38 60,808 29,655

人件費計（千円）② 572 0 572 0

正規職員所要時間 160 160

臨時職員所要時間

総事業費①+② 8,710 237,708 207,127 0

事業内容・目
標達成状況
の振り返り

上村まちづくり委員会とも協議を重ね、随時情報発信を行うことにより地域の理解を得ながら事業を進めることができた。

改革改善
の考え方

①問題
点

②改革
提案


